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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第95期

第３四半期累計期間
第96期

第３四半期累計期間
第95期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

完成工事高 (百万円) 17,408 14,146 23,604

経常利益 (百万円) 1,047 655 1,286

四半期(当期)純利益 (百万円) 692 425 850

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,581 1,581 1,581

発行済株式総数 (株) 12,000,000 12,000,000 12,000,000

純資産額 (百万円) 10,264 10,672 10,430

総資産額 (百万円) 17,638 16,347 19,025

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 57.90 35.53 71.13

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 10.00 8.00 18.00

自己資本比率 (％) 58.2 65.3 54.8
 

　

回次
第95期

第３四半期会計期間
第96期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 20.41 14.60
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、社会経済活動に緩やかな回復の兆しがみられるようになりました

が、原材料およびエネルギー価格の高騰、ウクライナ情勢の長期化など、依然として先行き不透明な状況が続いて

おります。

建設業界におきましては、公共投資および民間設備投資は一定の水準で推移しているものの、慢性的な人手不足

や資材費高騰にともなう建設コストの上昇により、収益の確保が厳しくなっております。

このような状況のもと、当社は、社会に貢献し夢のある会社の実現に向け、次の施策を推進してＥＳＧ経営に取

組んでまいりました。

・ＳＤＧｓ達成に向けた取組みの促進

・受注拡大による手持工事高の増加

・工事品質管理・工事原価管理の徹底

・人材育成に向けた社員教育の強化

・ＤＸの推進による業務の自動化・効率化および帳票の電子化

その結果、受注高につきましては、一般ビル工事の増加により181億11百万円（前年同期比17.5％増）となりま

した。完成工事高につきましては、一般ビル工事の減少により141億46百万円（前年同期比18.7％減）となりまし

た。

損益面につきましては、営業利益６億30百万円（前年同期比38.7％減）、経常利益６億55百万円（前年同期比

37.4％減）、四半期純利益４億25百万円（前年同期比38.6％減）となりました。

各セグメントの経営成績は次のとおりであります。

〔東部〕

東部の経営成績につきましては、一般ビル工事が低調であったため、完成工事高は44億36百万円（前年同期比

37.6％減）となり、セグメント利益は３億26百万円（前年同期比42.7％減）となりました。

〔中部〕

中部の経営成績につきましては、一般ビル工事が低調であったため、完成工事高は59億98百万円（前年同期比

14.9％減）となり、セグメント利益は５億58百万円（前年同期比36.5％減）となりました。

〔西部〕

西部の経営成績につきましては、一般ビル工事が好調であったため、完成工事高は37億12百万円（前年同期比

14.4％増）となり、セグメント利益は４億59百万円（前年同期比44.8％増）となりました。

 

② 財政状態

当第３四半期会計期間の資産合計は、前事業年度末に比べ26億78百万円減少し、163億47百万円となりました。主

な減少理由は、現金預金等が減少したことによるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ29億21百万円減少し、56億74百万円となりました。主な減少理由は、工事未払

金等が減少したことによるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ２億42百万円増加し、106億72百万円となりました。主な増加理由は、四半期

純利益の計上によるものであります。
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(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に、重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

 
(3) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は８百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
名古屋証券取引所
（メイン市場）

単元株式数は100株であり
ます。

計 12,000,000 12,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

― 12,000,000 ― 1,581 ― 395
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 35,800

 

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

119,634 ―
11,963,400

単元未満株式 普通株式 800
 

― ―

発行済株式総数 12,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 119,634 ―
 

(注) 1　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

2　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川崎設備工業株式会社

名古屋市中区大須１－６－47 35,800 ― 35,800 0.30

計 ― 35,800 ― 35,800 0.30
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2022年10月１日から2022年12月

31日まで)および第３四半期累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 4,822 3,180

  受取手形 113 140

  電子記録債権 1,811 ※1  1,670

  完成工事未収入金 6,853 5,982

  未成工事支出金 262 404

  その他 723 467

  貸倒引当金 △97 △83

  流動資産合計 14,489 11,762

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,575 1,528

   土地 1,606 1,606

   その他（純額） 97 91

   有形固定資産合計 3,279 3,226

  無形固定資産 359 448

  投資その他の資産   

   その他 925 934

   貸倒引当金 △28 △25

   投資その他の資産合計 897 909

  固定資産合計 4,536 4,584

 資産合計 19,025 16,347
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 229 ※1  164

  電子記録債務 1,060 ※1  989

  工事未払金 3,101 1,588

  未払法人税等 325 -

  未成工事受入金 845 749

  賞与引当金 493 156

  役員賞与引当金 15 -

  完成工事補償引当金 12 43

  工事損失引当金 68 30

  その他 1,027 475

  流動負債合計 7,180 4,198

 固定負債   

  退職給付引当金 1,058 1,050

  資産除去債務 43 45

  その他 312 379

  固定負債合計 1,414 1,476

 負債合計 8,595 5,674

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,581 1,581

  資本剰余金 395 395

  利益剰余金 8,439 8,672

  自己株式 △7 △7

  株主資本合計 10,407 10,641

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 22 31

  評価・換算差額等合計 22 31

 純資産合計 10,430 10,672

負債純資産合計 19,025 16,347
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

完成工事高 17,408 14,146

完成工事原価 14,895 12,007

完成工事総利益 2,512 2,139

販売費及び一般管理費 1,483 1,508

営業利益 1,029 630

営業外収益   

 受取配当金 4 6

 不動産賃貸料 31 34

 その他 13 7

 営業外収益合計 49 48

営業外費用   

 支払利息 0 1

 不動産賃貸費用 15 15

 その他 15 7

 営業外費用合計 31 23

経常利益 1,047 655

税引前四半期純利益 1,047 655

法人税等 354 230

四半期純利益 692 425
 

EDINET提出書類

川崎設備工業株式会社(E00271)

四半期報告書

10/16



【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

電子記録債権 ─ 91百万円

支払手形 ─ 43

電子記録債務 ─ 216
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

 
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

減価償却費 137百万円 178百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 59 5.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年10月28日
取締役会

普通株式 119 10.00 2021年９月30日 2021年12月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 95 8.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

2022年10月31日
取締役会

普通株式 95 8.00 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

関連会社がないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
損益計算書
計上額
(注２)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 7,114 7,047 3,246 17,408 ― 17,408

セグメント利益 570 878 317 1,766 △737 1,029
 

（注）１　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であります。

２　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
損益計算書
計上額
(注２)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 4,436 5,998 3,712 14,146 ― 14,146

セグメント利益 326 558 459 1,344 △714 630
 

（注）１　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であります。

２　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

顧客の種類別

   （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
東部 中部 西部

 官公庁 1,360 2,273 408 4,041

　民間 5,753 4,774 2,838 13,366

　顧客との契約から生じる収益 7,114 7,047 3,246 17,408

　その他の収益 ― ― ― ―

　外部顧客への売上高 7,114 7,047 3,246 17,408
 

 
収益の認識時期

   （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
東部 中部 西部

 一時点 271 1,972 1,008 3,251

　一定の期間 6,843 5,075 2,237 14,156

　顧客との契約から生じる収益 7,114 7,047 3,246 17,408

　その他の収益 ― ― ― ―

　外部顧客への売上高 7,114 7,047 3,246 17,408
 

 

　当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

顧客の種類別

   （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
東部 中部 西部

 官公庁 1,488 1,350 606 3,446

　民間 2,947 4,647 3,105 10,700

　顧客との契約から生じる収益 4,436 5,998 3,712 14,146

　その他の収益 ― ― ― ―

　外部顧客への売上高 4,436 5,998 3,712 14,146
 

 

EDINET提出書類

川崎設備工業株式会社(E00271)

四半期報告書

13/16



 

収益の認識時期

   （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
東部 中部 西部

 一時点 378 1,979 1,073 3,431

　一定の期間 4,057 4,018 2,638 10,715

　顧客との契約から生じる収益 4,436 5,998 3,712 14,146

　その他の収益 ― ― ― ―

　外部顧客への売上高 4,436 5,998 3,712 14,146
 

 

 
 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 57円90銭 35円53銭

  (算定上の基礎)   

四半期純利益 692百万円 425百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益 692百万円 425百万円

普通株式の期中平均株式数 11,964,173株 11,964,173株
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

 
２ 【その他】

第96期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）中間配当について、2022年10月31日開催の取締役会において、

2022年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 95百万円

②　１株当たりの金額      　                       8.00円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　2022年12月５日

 
 
 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年２月３日

川崎設備工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　 名古屋事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 堀　　内　　計　　尚  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　谷　　浩　　二  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎設備工業株

式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第96期事業年度の第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎設備工業株式会社の2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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